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東日本大震災による港湾都市に

おける物流と産業の被害・復旧状況
港湾研究部 主任研究官 柴崎 隆一（博士（工学））

（キーワード） 東日本大震災、港湾都市、物流と産業

昨年発生した東日本大震災の津波被害では、

多くの人命・家屋だけでなく、工場・事業所な

ども被災し、企業の生産活動や物流にも大きな

影響を与えた。しかしながら、地震や津波によ

る民間企業等の被害状況や復旧プロセスは、私

的活動に属するものであるため、企業アンケー

トなどが実施されることはあっても、インフラ

の被害・復旧に比べると公開可能な記録として

残りにくい。

そこで、公開情報である新聞記事（全国紙・

地方紙・専門紙）や貿易統計などの統計資料を

もとに、各港湾都市や産業種別ごとの企業（製

造業および発電所を対象）の被害・復旧プロセ

スの整理を行った。このような整理を行うこと

により、企業立地箇所による地盤条件や浸水深

等の差異と被害・復旧過程の関係や、業種ごと

の被害や復旧過程の特徴等が把握できる。

たとえば、被災工場の浸水の深さと完全復旧

までに要する日数の関係をとると、浸水深が2m

を超えると完全復旧までに少なくとも100日を

要する傾向が観察された（逆に言えば、浸水深

が2m以下の場合は被災後1カ月程度で復旧した

事例が見受けられる）。

このような考察を重ねることにより、ここで

整理された結果は、今後、企業活動への影響を

考慮した防災対策の議論を行う際の基礎情報と

して、活用可能と考えられる。なお、本内容は

現在国総研資料として取りまとめ中である。
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政府・アジア戦略を踏まえた

研究フェーズからの取り組みについて
企画部 国際研究推進室

（キーワード） 成長戦略、アジア戦略、研究フェーズからのアプローチ

１．はじめに

国総研では、政府の成長戦略「アジア戦略」

に沿って、国際活動を企画立案・推進するとと

もに、研究フェーズから我が国の関連技術等の

普及につなげる仕組みづくりなどについての調

査研究を進めている。本稿では、その取り組み

の一部を紹介する。

２．研究フェーズからのアプローチ

「アジア戦略」では「土木建築分野で有する

高度な技術のアジアへの普及を進める」ことと

されているが、これに寄与するには、相手国と

研究フェーズから研究成果の普及を見据えた戦

略的アプローチ（図１）が必要だと考えている。

これを踏まえ、当面の研究連携重点国である

インド、インドネシア、ベトナムの３カ国を対

象に、共同WS等を開催し研究連携を推進（図２）

する一方で、アンケート等による具体技術のニ

ーズ把握や関連技術の相手国への普及・展開方

策の検討を進めている。

図１ 研究フェーズからの戦略的アプローチ

図２ アジア戦略を踏まえた２国間研究連携

今年度は、公共計画へのスペックの書き込み

も想定し、インドネシアの道路整備計画の策定

手続きなどを調査するとともに、アジア進出経

験を有する国内建設関連企業11社に、現状・課

題等のヒアリングを実施した。この中で整理さ

れた、我が国企業の技術力の評価につながる長

期的な品質検証の仕組みの導入などの課題を踏

まえ、今後の研究連携活動の企画立案やその内

容の充実を検討していくこととしている。

３．おわりに

今後も政府の成長戦略に寄与すべ

く、国際活動や調査研究を進めてい

くこととしている。

なお、今年度研究連携重点国との

間で開催した共同WS等の概要につい

ては、巻末P131（主な国際会議）を参

照されたい。

【参考】国総研HP（国際活動について）

(http://www.nilim.go.jp/lab/beg/foreign/

kokusai/kokusaitekikatudou.htm) 




